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1. 総論
わが国において、ライセンス対象の特許権が第三者に移転された場合やライセンサーが破産した場合に、ライセンシーが当該特許権の譲受人に対し対抗でき事業活動を継続し得るようライセンシー保護の制度が整備されることは、業界・業種を問わず強く望むところである。

日本ライセンス協会は、先の包括ライセンス契約による通常実施権の登録制度の創設に対する意見において、「包括ライセンス契約を利用しない業界、業種にあっては、本制度の創設は利用価値がなく何らの前進とならないばかりか、包括によらない特定し得る特許権のライセンスの方が登録制度においてかえって不利益を蒙ると言う不合理な結果となるので、むしろ特許法の改正を優先して本来の登録制度の利便性向上を図って欲しい意向が強い。従って、十分に機能していない現行の特許法を早急に改正し、業界、業種により保護のバランスを欠くことのないよう本制度の創設に併せて制度改革を図っていただくことを強く希望する。とりわけ、登録事項、開示内容等の見直しに加え、特許を受ける権利（出願中のもの）の実施権についても仮登録等の創設による保護を図っていただくような改革の実現を強く希望する。」との意見を提出し、現行の登録制度の見直しを要請した。

今般、産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律が公布され特定通常実施権の登録制度が新たに設けられたのに続き、現行特許法にもとづく実施権登録制度の見直しが審議され、現行制度の課題の克服及び利便性の向上への取り組みがなされ報告書（案）の提示に至ったことは、ライセンシーの保護に向けての大きな前進として歓迎し、特定実施権の登録制度と相俟って、わが国においても実質的に米国やドイツのように登録がなくともライセンシーが保護されるいわゆる「当然保護」の制度に近いライセンシー保護の制度整備がなされることを期待する。
　　 なお、本来は「当然保護」の制度の創設が望ましいことは言うまでもなく、近い将来、「当然保護」の制度整備に向け可能性を検討いただくことを強く希望する。
２　意見内容

２－１　出願段階におけるライセンス登録制度の創設

今回の報告書（案）において、実務上出願段階のライセンスが広く行われている現状や産業界及びアカデミアのニーズを反映し、出願段階におけるライセンスについても登録することにより特許を受ける権利が移転された場合の新権利者に対し対抗し得るとした「出願段階におけるライセンスに係る登録制度」創設の提案に至った点は高く評価する。補正・分割があった場合も出願の内容とライセンス契約上の権利が合致する範囲で登録の効果を主張できるとする案についても合理的と考えられる。
出願後の特許を受ける権利の特定承継について届出制から登録制への移行については、出願段階におけるライセンスの登録による対抗力具備との一貫性を確保する観点からも妥当であると考えるが、制度利用者の負担が過度とならないような制度設計を希望する。
２－２　登録記載事項について

　現行の登録制度において、対価が必要的記載事項であり且つ開示がなされることが制度を利用しづらくする最大の要因であることを考慮すれば、対価を必要的登録事項から除外するとしたのは極めて妥当であり、実務的には大きな意義があると思われる。


　独占的通常実施権については、独占性の合意を登録事項としたとしても制度上は別の通常実施権の登録が可能であることから、混乱を招く可能性もあり、今後の検討課題とすることは理解できる。


　サブライセンスについては、従来は独占的実施権の許諾（専用実施権の設定登録がなされない場合は法的には通常実施権）において許諾されることが一般的であったが、今日では通常実施権（非独占的実施権）の許諾においても、企業形態の多様化を反映して、サブライセンス許諾権を与えることが頻繁に行われるようになった。通常実施権許諾の場合のサブライセンスの本質は、実施権の範囲の拡張（extension）と捉えることもでき、例えば、子会社に実施権を及ぼしたい場合にextensionとして構成する契約もある（例：Licensee may extend its license granted under this Agreement to its Affiliates.）。このような実施権の拡張の場合に実施権の範囲として登録できるか否かと言う点もサブライセンスと同様に問題になる。更に、最近ではhave made権というものも契約に規定することが一般的になりつつあり、これの登録についても実施権の拡張あるいはサブライセンスと同様の問題を含んでいる。これらは前述のように、昨今の複雑な企業形態あるいは事業形態が単に実施権者だけの製造、使用、販売について実施権を与えるという古典的な実施許諾の枠には収まりきれないというところから生じたものであり、サブライセンスの授権特約はこれらを集約した簡便な手法と捉えることができ今日的な要請であると思われる。従って、サブライセンスの授権特約やこれら実施権の範囲の登録については、法制上の課題はあるにしても、登録記載事項として第三者対抗力を具備できるよう、実務の実態を反映した制度としていただくことを強く希望する。
２－３　登録記載事項の開示について

通常実施権の登録記載事項について、秘匿ニーズが強いことから、包括ライセンスの登録制度と同様に一般的には非開示とし一定の利害関係人にのみ開示するとしたのは、実務のニーズに合致したものとして評価できる。

一方、専用実施権については、特許権の移転に準ずるものとして第三者にとって影響が大きいという理由から、登録事項はすべて一般に開示する現行制度を踏襲するとした点については説得力に欠けるものと思われ、通常実施権と同様に一般に非開示とすべきと考える。特許権を譲り受けようとする者や管財人等の利害関係人は、当該特許権について専用実施権の設定があるや否やの事実を知ればこと足りるのではないかと思われる点（そのような当事者は秘密保持契約の下にdue diligenceにより専用実施権者やその内容を知り得る）や専用実施権についても登録事項の秘匿ニーズが強いという点を考慮すると、第三者にとって影響が大きいと言う一般的な理由で、利害関係のない者にまで登録事項のすべてを知らしめる必要はないものと考える。
２―４　登録の申請方法の在り方について

　　　登録の申請方法に関し、「共同申請の仕組みを維持しつつ、通常実施権設定を証明する書類がある場合であって、公証人等による認証のあるものの提出があった場合には、単独申請という手法の導入も考えられる」としている点については、利用者の利便性を少しでも高める意味で導入に賛同したい。更に、契約上の特約がある場合を除き、真の実施権者は実施権許諾者に対し登録協力を要求する権利（請求権）を持つとすれば、利用者の利便性は格段に高まると思える。このような仕組みが出来ないかどうかについても検討願いたい。
　　　以上
